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異常時、非常時の段階的対応に係る保安規定の主な条文構成について 

 

 

 

図１ 保安規定の章構成  

第 3章 教育・訓練 
第 23 条 力量、教育・訓練及び認識 

第 24 条 設計想定事象等対処活動訓練及び非

常時訓練 

第 4章 加工施設の操作 

第 2 節の 2 設計想定事象等に係る加工施

設の保全に関する措置 
第 30 条の 2 設計想定事象に係る加工施設の保

全に関する措置（添付 1）：火災防止に可燃

物管理と初期消火活動を含めて規定。 

第 30 条の 3 重大事故に至るおそれがある事故

又は大規模損壊に係る加工施設の保全に関

する措置（添付 2） 

第 3節 保安上特に管理を必要とする設備 

第 4節 操作上の留意事項 

第 1章  総 則 

第 2章 保安管理体制 

第 1

 

第 2節 通則 第 5節 異常時の措置 
第 36 条 異常時の措置 
・異常が拡大するおそれがある

場合は、所長の指示により、

直ちに事業所防災組織に組

織体制を移行。 

第 37 条 異常時における 

設備の手動による作動 

第 6節 初期消火活動 

第 37 条の 2 通報連絡 

第 37条の 3 消火又は延焼

の防止等 

第 5章 放射線管理 

第 6章 施設管理 

第 7 章 核燃料物

質の管理 

第8章 放射性廃棄物管理 
・液廃気廃の放出管理（ALARA） 

第 10章 非常時の措置 

第 1
第 2節 事前対策 

第 3節 初期活動 

第 4節 非常時における活動 

第 5節 原子力災害対策特別措

置法に基づく措置 PDCA 

PDCA 

第 11 章 定期評価 第 12 章 記録及び報告 

地震、竜巻、火山活動（降

下火砕物）、積雪、生物学

的事象、内部火災、外部火

災、…、重大事故に至るお

それがある事故、大規模損

壊 

異
常
の
発
見 

通常時の活動 

事

象

の

進

展 ・保全区域 

・被ばく低減（ALARA） 
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異常時、非常時の段階的対応フロー 

 ＜対応フロー＞            ＜保安規定 該当条文（概要）＞ 

 ① 通常時の活動、

体制の整備 

火災の早期発見 

③ 通報 

④ 異常時の措置 

第 24 条（設計想定事象等対処活動訓練及び非常時訓練） 
 業務管理部長は訓練を計画し、所長は従業員等に年 1 回以上訓練を実施し、業務管理部長は訓練結果を評価し、所長

は評価結果を訓練計画に反映させる。 
第 28 条（操作員の確保） 

 各部長は、教育・訓練を終了し、施設の操作に必要な力量を有すると認定された者に操作させる。 
第 30 条の 2（設計想定事象に係る加工施設の保全に関する措置） 

 所長は、設計想定事象に係る加工施設の必要な機能を維持するための活動に関する計画（添付１を含む。）を、基準

として定める。 
 ・添付１：可燃物管理、初期消火活動、手順書整備、教育訓練、資機材整備、要員配置等を規定。 
 所長は、前項の計画に基づく活動を実施させる。 
 所長は、第 24 条に定める訓練等により活動の実効性を維持する。 
 各部長は、第 62 条の 6（保全計画の策定）第 7 項に定める巡視により、火災の早期発見に努める。 

第 30 条の 3（重大事故に至るおそれがある事故又は大規模損壊に係る加工施設の保全に関する措置） 
 所長は、重大事故に至るおそれがある事故又は大規模損壊に係る加工施設の必要な機能を維持するための活動

に関する計画（添付２を含む。）を、基準として定める。 
 ・添付２：手順書整備、教育訓練、資機材整備、要員配置等を規定。 
 所長は、前項の計画に基づく活動を実施させる。 
 所長は、第 24 条に定める訓練等により活動の実効性を維持する。 

 
第 36 条（異常時の措置） 

 設計想定事象（臨界安全管理上の制限からの逸脱、ウラン粉末を内

包する容器の落下、可燃性ガスの漏えい等の異常を含む。）、重大事故

に至るおそれがある事故又は大規模損壊の発生を発見した者は、直ち

に担当部長に通報する。 
 担当部長は、直ちに異常状態の把握に努め、異常状態の解消及び当

該設備の操作を停止する等の拡大防止に必要な応急措置を講じると

ともに、関係部長に通報する。担当部長は、応急措置後の状態を監視

し、状態の変化に応じて追加の措置を行うとともに、関係部長に通報

する。担当部長は、状態の終息の確認後に監視の解除を判断する。 
 担当部長は、関係部長と協力して前項の異常の原因を調査し、加工

施設の保安のために必要な措置を講じるとともに、所長及び核燃料取

扱主任者に報告する。ただし、報告については、加工施設の保安に及

ぼす影響が軽微なものを除く。担当部長は、当該施設の操作を停止す

る等の措置を行った場合は、その再開等を判断する。 
 担当部長は、第２項に定める措置を講じたにもかかわらず、異常状

態が拡大し非常事態又は非常事態に発展するおそれがあると判断し

たときは、第 88 条に規定する通報を実施する。また、第 90 条に示

す非常時体制が発令された場合は、所長の指示により、直ちに第 16
条に定める管理組織から第 83条に定める事業所防災組織に組織体制

を移行する。 

異常の発見 

⑤ 通報 

⑥ 応急処置 

⑦ 非常時体制発令 

⑧ 対策活動 

⑨ 非常時体制解除 

第 90 条（非常時体制の発令） 
 所長は、事態が非常事態に該当すると判断した場合は、直ちに非常時体制を発令し、緊急対策本部を

設置する。なお、前条の応急処置を行った者は、本部長の指示の下、それまでの活動内容を継続する、

又は実施組織に引き継ぐとともに所属する事業所防災組織の活動に移行する。 

第 88 条（通報） 
 各部長は、加工施設に異常が発生し、その状況が非常事態であり、又は非常事態に発展するおそれが

あると判断したときは、直ちに所長、核燃料取扱主任者、担当部長、環境安全部長及び関係箇所に通報

する。 

第 89 条（応急措置） 
 前条の通報を受けた担当部長は、直ちに異常の状況を把握し、応急措置を講じる。 
 環境安全部長は、周辺監視区域内の線量当量率、放射性物質濃度等を調査し、その結果を所長に報告

する。また、必要に応じて放射線防護上の措置を講じる。 

第 91 条（対策活動） 
 非常時体制が発令された場合は、本部長は緊急対策本部要員を招集し、第 86 条であらかじめ定めら

れた通報系統に従って、社長及び社外関係機関にその旨を通報する。 
 緊急対策本部は、本部長の統括のもと、事態の拡大防止等に関する活動（緊急作業を含む。）を行う。 
 本部長は、事態の拡大防止等に関する活動のうち、現地での実施組織の活動を指揮する者を指名し指

揮させる又は自ら指揮する。現地での実施組織の活動を指揮する者は、重大事故に至るおそれがある事

故又は大規模損壊の影響により、加工施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性があると判断した場合は、

本部長に報告する。報告を受けた本部長は、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に基づいて、

核燃料物質等の漏えいの防止のために必要な措置について、緊急対策本部において協議する。 

第 92 条（非常時体制の解除） 
 本部長は、事態が終息していると判断した場合は、非常時体制を解除し、その旨を社長及び社外関係

機関に直ちに通報する。 

初期消火活動 
第 37 条の 2（通報連絡） 

 事業所において火災を発

見した者は、第 25 条第 1
項の基準に従い、必要な通

報連絡を行う。 
第 37 条の 3（消火又は延

焼の防止） 
 初期消火活動を行う者

は、粉末消火器により消火

を行い火災の拡大を防止す

る。第 30 条の 3 第 1 項(1)
に定める初期消火活動のた

め招集の通報連絡を受けた

要員は、速やかに事業所に

参集し初期消火活動を行

う。粉末消火器による消火

が困難な場合は、水消火設

備（屋内消火栓、屋外消火

栓又は可搬消防ポンプ）に

より消火する。 
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